
スペースの関係で、大部分表題のみ紹介いたします。
詳しくは須賀川労働基準協会のHPをご覧ください。

　毎年３月下旬に、 県内各地の労働基準協会の連絡会があり、各地区協会の課題 や活動状況報告を行って
おります。同日午後には「福島労働局」において県内の労働災害防止団体の連絡会が開催され、福島労働局

　令和３年度が終了し、令和４年度を迎えました。福島県ではコロナ感染者数が思うように減少せず、協会活動 から労働行政運営方針が提示されます。今年は協会関連の会議は「リモート」で開催、労働局の会議は「文書　　　
も、何かと制約を受けてまいりました。  今年度はできるだけ通常通りの活動を実施したいと考えておりますが、 の送付」となりました。福島労働局の行政運営方針は各事業場の安全衛生活動にも関係が深いので、下記の
理事をはじめ、会員事業場のみなさんのご理解とご協力が必須ですので、よろしくお願いいたします。 概要をお読みいただき、関連個所については、協会ホームページからダウンロードしてご確認ください。
　当面の重要活動である総会については理事会に諮って承認をえて、対面で開催したいと考えております。

１．「社会経済情勢」　福島県人口ピークから３３万人減少・　日銀福島支店：経済持ち直しも鈍化。
２．「雇用をめぐる動向」　 （１）雇用失業状況：求人倍率（県南1.33）比較的高い。

　　令和４年度の 「事業計画・予算」 を審議する第４回 　　 （２）非正規労働者35％で微増（３）若者の雇用（４）女性の雇用
　理事会は昨年と同様に、コロナウイルス感染防止のた （５）高齢者の雇用（６）障害者の雇用
　め文書による審議をお願いいたしました。 ３．「労働条件をめぐる動向」（１）基準法違反４２１件（7％減）労働相談17,164件（0.3％減）
　　理事のみなさん全員から”承認する”との文書をいた （２）年間労働時間　県内：１，７３６時間（全国１，６２１時間）
　だきました。「事業計画」「予算」は理事会が決定機関 （３）賃金の状況　最賃引き上げ　（４）労働災害　前年比28.5％増加
　ですので事業計画・予算は正式決定いたしました。 ４．「東日本大震災からの復興に向けた現状」
　　事業計画はコロナ前の通常の事業を基本とし、事業 （１）避難区域の状況　（２）県民の避難状況　（３）インフラ整備の現状　（４）原発廃炉への現状
　の柱である「公益事業」として安全衛生大会や各種説　 （５）除染等業務、復興計画及び中間貯蔵施設の現状
　明会、技能講習・安全衛生講習を計画しております。
　　予算総額は２千３百万円で、前年度の実績を踏まえ
　収入・支出ともに減額した予算とさせていただきました。
　　今年度はできるだけ 例年通りの活動をしたいと考え 　　　１．新型コロナウイルス感染症に係る対応
　おり、４月の理事会、５月の総会は通常通りの開催を 　（１）：特別相談窓口の運営及び企業への啓発指導
　計画しております。 　（２）：雇用継続・在籍型出向の取組への支援（雇用調整助成金）
　　総会の開催については４月の理事会で最終決定をし、 　（３）：各種休暇制度の導入支援
　４月末までに会員のみなさまへご案内を差し上げます。 　（４）：職場における感染症防止対策の推進

　　　２．魅力ある職場づくりの推進

　（１）：働き方改革の推進（長時間労働の是正、同一労働同一賃金）
　（２）：正社員希望・若者の就職・定着、支援（正社員転換、若者就業）

＜教育講習について＞ 　（３）：女性の活躍、男性の育児休業及び仕事と家庭の両立支援
　　例年ですと３月の「協会活動」として、「玉掛技能講習」と「KYT基礎４ラウンド講習」を開催してきましたが 　　　３．東日本大震災からの復興支援
　令和４年３月にはこれら２つの講習は開催しておりません。コロナ感染の影響もあったかと思いますが、玉掛 　（１）：復旧復興に従事する労働者の健康・安全対策等の推進
　講習は受講申し込みが極端に少なく、講習の開催を断念しました。また、　KYT基礎４ラウンド講習は講師 　（２）：復興に向けた帰還者・移住者の就労支援
　の先生の都合で取りやめといたしました。

＜地震の被害状況について＞ 　　　労働基準担当部署の重点施策
　　３月１６日深夜の地震について状況報告をさせていた　
　だきます。協会事務所の被害は本棚に保管しておいた　　 　　　　（１）：労働条件の確保・改善対策
　教育講習用の DVD が落下して散乱しました。また、ロ               ① 基本的労働条件の確立　② 未払い賃金の問題解決
  ッカーから備品類が放り出されましたが、電気・水道・ 　　　　（２）：最低賃金制度の適切な運営
　ガスのインフラは問題なく、３０～４０分程度かたずけを 　　　　（３）：労働者の安全と健康確保対策の推進
　して、通常通り業務を開始しました。 　　　　　　　① 第１３次労働災害防止計画重点業種の労働災害防止対策の推進
　　会員事業場のみなさんの被害状況はいかがだった 　　　　　　　　　ア．建設業　　⇒　　墜落・転落防止措置の指導。フルハーネスの使用を指導。
　でしょうか。監督署としても、各事業場の被害の状況を 　　　　　　　　　イ．製造業　　⇒　　リスクアセスメントの実施。はさまれ、巻き込まれ　対策の指導。
　心配しておりますが、協会として、入手できた範囲では　　 　　　　　　　　　ウ．陸上貨物運送業　⇒　荷役作業中の労働災害防止。荷役作業ガイドラインに基づく指導。
　甚大な被害はなく、機械設備等の調整・確認をした上 　　　　　　　　　エ．林業　　　　　 　　 ⇒　関係団体と連携し、ガイドラインに基づく指導。
　で、生産に入ったという事業場が大半だったようです。 　 　　　　＜昨年２月の地震と同様DVDが散乱＞ 　　　　　　　　　オ．第三次産業　　 　⇒　リスクアセスメント推進。「福島県+Safe協議会」（仮称）を設置活用。

　　　　　　　② 転倒災害防止対策の推進　　　転倒災害多発

＜オンライン会議に参加＞ 　　　　　　　③ 高齢者の労働災害防止の推進
　　コロナの感染防止のため、外部での会議なども中止あるいはや文書の送付で了解を得るなどの措置が取 　　　　　　　④ メンタルヘルス対策等の推進　　　
　られてきました。県内各地区の基準協会連絡会議も、一堂に会しての会議を見送っておりましたが、年度末 　　　　　　　⑤ 治療と仕事の両立に取り組む企業等の支援
　の３月２９日に福島県労働基準協会主催による「県内労働基準協会連絡会議」が「オンライン方式」で開催さ　 　　　　　　　⑥ 化学物質対策、石綿ばく露防止対策の徹底
　れ、参加いたしました。須賀川労働基準協会としては、リモート会議は初めての体験でした。 　　　　（４）：労災補償対策の推進
　　各協会ともリモート会議は初めてのようで、最初はぎこちないとこともありましたが、なれると、通常の会議 　　　　　　　　　迅速・公正な処理　懇切・丁寧な対応　廃炉作業者・除染作業者へ労災制度の周知
　に近い感じになり、文書だけの配布に比べると、内容的にもしっかりした、意義のある会議になりました。

＜注＞紙面の関係で「職業安定部門」「雇用均等部門」の重点施策はHPからご覧ください。
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Ⅰ．労働行政を取り巻く情勢

協会の HP もご覧ください


